民調給与実態調査見直しに関わり人事院と交渉-9月4日

－十分な交渉､協議、合意に基づき検討していくことを確認－

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

公務員連絡会は9月4日、民間給与実態調査の見直しに関わり人事院交渉を実施した。

この交渉は、人事院が2012年の報告で言及していた「調査の対象とすることが可能であると認められる産業については、平成25年調査から調査の対象に加える」ためのサンプル調査の実施を明らかにしたことから、その趣旨や調査内容を質すべく行ったもの。

交渉には、公務員連絡会から賃金・労働条件専門委員会の石原委員長をはじめ各交渉委員が出席し、人事院からは藤倉職員団体審議官付参事官が対応した。

交渉では、まず藤倉参事官が調査の趣旨及びその内容について以下の通り説明した。

(1)昨年の報告で、「官民の給与比較に関する課題として、近年の民間における産業構造や組織形態の変化等の動きに対応していく」ことに言及し、本年の民調では、係長の定義の見直し（部下数要件の廃止）を行った。

(2)民調の対象産業について、官民の給与比較の対象としている事務・技術関係職種の従業員が少数であると考えられる産業については、これまで調査効率の観点から調査の対象としてこなかったが、日本の産業構造において製造業の占める割合が減少する一方、サービス産業の割合が高まるなど民間の産業構造に変化が見られることから、現在、調査の対象としていない産業における事務・技術関係職種の状況を把握した上で､調査の対象とすることが可能であると認められる産業については、平成25年調査から調査の対象に加えることを本年の報告で言及したところである。

(3)人事院としては、今回、近年の民間における産業構造の変化を踏まえ、調査対象産業の拡大について検討するための基礎資料を得るために、サンプル調査を実施することとした。

(4)調査対象地域は全国とし、企業規模50人以上・事業所規模50人以上の本店事業所のうち、日本標準産業分類の中で民調の対象外とされている産業（日本標準産業大分類中「公務（他に分類されているものを除く）」「分類不能の産業」、日本標準産業中分類中「郵便局」「宗教」を除く）から抽出した事業所に対し、当該本店事業所及び当該本店事業所以外の１事業所の状況について調査を行う。

(5)調査内容は、①事業所に関する事項については、事業所名、所在地、主な事業内容、企業全体の常勤の従業員総数、②事務・技術関係職種に関する事項については、本店事業所及び本店事業所以外の１事業所における事務・技術関係職種及びその他の職種の従業員数、事務・技術関係職種における部長、部次長、課長、課長代理、係長、主任、係員等の役職の有無について調査する。

(6)調査期間は９月３日から21日とし、調査方法は郵送調査とする。この時期に行う理由は、例年、民調の実施前の10月～12月に民調の対象となり得るかどうか判断するためのいわゆる「台帳調査」を実施しており、その中に含められるか事前に見極めるためである。

以上の説明に対し、石原委員長は以下の通り質した。

(1)臨時特例減額が実施され、退職金が引下げられるなど、公務員を取り巻く情勢が大変厳しい中で余計なことはしないでもらいたいという思いであるが、一方で、人事院が現行国公法に基づき来年も民調を行い必要に応じて勧告姿勢にあることや、地方公務員に係る人事委員会勧告も人事院の民調方式を踏襲していることなどから、人事院の民調見直しは避けて通れない課題であり、見直し作業については、公務員連絡会と十分な交渉・協議、合意に基づき慎重に対応するようまずお願いする。

(2)民調の見直しについて、今後の検討課題は、①現在、調査の対象としていない産業の事務・技術関係職種を調査対象とすること、②部長、課長等のライン職等（部下のいるライン職がいない事業所のスタッフ職）の定義を見直すこと、③調査対象職種の拡大と給与比較における職種の対応関係のあり方を見直すこと、であるといいう理解でよいか。

(3)産業の拡大も含めた民調見直しの全体的なスケジュール観を教えてもらいたい。

(4)今回のサンプル調査は公表するのか。

(5)調査内容については、あくまで従業員数や役職の有無で、給与や学歴等は調査しないという理解でよいか。

これに対し、藤倉参事官は以下の通り答えた。

(1)民調見直しについては、皆さんと協議しながら検討を進めていきたい。

(2)民調の見直しに関わる今後の課題については、ご指摘の通りであるが、新たな課題が生じた場合は検討しなければならない事項が生じるかもしれない。

(3)民調見直しのスケジュール観については、まだ具体的になってはいないが、役職の定義見直しや産業・対象職種の拡大は、例年、民調の実施内容について院内で３月20日頃に意思決定を行っていることから、来年３月の時点で固めなければならない。官民比較における対応関係の見直しについては、人勧作業の中で検討していくことになる。

(4)今回の調査はあくまでもサンプル調査なので、調査の実施も含め公表しない。

(5)調査内容については、あくまで調査効率の観点から調査対象となる事務・技術関係職種の従業員がいるかどうか、どのくらいの割合でいるのかを把握するために行うもので、給与等については調査しないこととしている。

以上の回答を踏まえ、最後に石原委員長が、民調の見直し検討については公務員連絡会との十分な交渉・協議、合意に基づき慎重に進めるよう改めて要請し、交渉を締めくくった。

以上
